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Ⅰ 概要
　専修学校及び各種学校の教職員、生徒等を対象とした教育の質の保証・向上を目的とする研修会等
の開催や学校評価の普及活動を行いました。

Ⅱ 事業
１．研修会等
　カウンセリング、留学生受入関連業務、学校会計等に関して、教職員が精通し質の高い教育の提
供と適切な学校運営ができるよう、研修会等を実施しました。

（１）学校会計研修会　＜決算額：612 千円＞
初任者研修

① 開催日　令和 2 年 11 月 16 日（月）
② 会　場　全理連ビル 9 階会議室
③ 参加者　31 名
④ 内　容　学校法人会計【入門】
　　　　　　講　師　学校法人佐藤栄学園法人本部経理部参与　小野寺　浩
　（1）学校法人会計制度
　（2）簿記（帳簿記入法）の基本
　（3）学校会計特有の会計処理　　※問題演習・解答・解説
　　　講義をビデオ録画記録
管理者・実務者研修

① 開催日　令和 2 年 12 月 1 日（火）
② 会　場　アルカディア市ヶ谷私学会館
③ 参加者　33 名
④ 内　容　
　（1）財政援助団体等監査および東京都の補助金申請に係る留意点について
　　　　　　　　　　　　東京都生活文化局私学部私学行政課（学校会計指導担当）
　（2）誤りやすい学校法人の会計処理
　　　　～コロナ禍を踏まえた会計処理に関する諸問題他～
　　　　　　　　　　　　永和監査法人　公認会計士　　芦澤　宗孝

事 業 報 告（事業体系順）

公益目的事業１
「専修学校及び各種学校教育における教育の充実向上を図る事業」

（研修会等・生徒作品の発表イベント・学校評価の普及促進）
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　（3）パネルディスカッション（学校法人会計諸問題の事例研究・質疑応答）
　　　　司会・登壇者　　学校会計ワーキンググループ委員ほか

（２）学生カウンセリング研修会　＜決算額：62 千円＞
① 開催日　令和 3 年 1 月 16 日（土）
② 形　式　ZOOM を利用したオンライン形式
③ 参加者　12 校 21 名
④ 内　容　「With ＆ After コロナ時代の学生相談
　　　　　　　　　－オンライン相談室『Kakedas』の挑戦－」
　　　　　　　株式会社 Kakedas 代表取締役社長 CEO 　　渋川 駿伍

（３）留学生受入れ及び在留手続と申請等取次研修会　＜決算額：480 千円＞
　都内及び近県の専修学校各種学校の教職員を対象とした、留学生受け入れに伴う留学生管
理や出入国管理制度に係る諸手続きなどの実務に関する研修を開催しました。

※申請等取次者の申出に必要な研修修了証を発行
① 開催日　令和 2 年 11 月 10 日 ( 火 )
② 会　場　アルカディア市ヶ谷私学会館
③ 参加者　101 名

（４）留学生生活指導関連事業　＜決算額：6,437 千円＞
東京都の治安対策の一環として、留学生の違法活動防止事業を実施しました。
※東京都生活文化局からの委託事業

留学生等指導相談窓口の開設
　主に都内の専修学校・各種学校の教職員を対象に、入学後の指導管理、在留資格変更等の
諸手続きの相談に対応しました。
令和 2 年度相談件数　4 月～令和 3 年 3 月　157 件

「日本留学生活の予備知識」の発行
　日本の留学制度、入国管理関係手続き、日本の生活習慣・文化・禁止事項等を紹介するパ
ンフレット及びホームページ PR 用多言語リーフレットを発行しました。
①パンフレットの制作

●学校会計研修
　初任者対象・管理者対象の研修は、共にコロナウイルス感染拡大防止対応として、ソーシャルディスタンスを確保したレイアウト、
参加人数制限をした集合型で実施した。
　初任者対象の「入門」研修は学校法人会計制度や簿記の基本、学校法人会計特有の会計処理について、問題演習を交えながら解説
を行った。管理者・実務者向けの研修会では、前半は東京都の学校会計指導担当者から、「財政援助団体等監査および東京都の補助金
申請に係る留意点について」として補助金監査の概要や留意事項などの説明。公認会計士による誤りやすい学校法人の会計処理につ
いて事例解説。後半はパネルディスカッションにより、コロナ禍での授業対応や学納金・預かり金の処理など具体的な現場の対応が
紹介された。

●学生カウンセリング研修
　各校でオンライン授業を取り入れている状況を踏まえ、直接対面が基本となるカウンセリング分野で、オンラインキャリア相談室
の開発・提供をしている企業の担当者により、「With ＆ After コロナ時代の学生相談」をテーマに Z 世代と呼ばれる若者の特徴や「信
頼関係の重要性」「学生への姿勢の大切さ」等の解説のほか、参加者を二人一組に分けてグループワーク ( ロールプレイ ) をオンライ
ン形式で実施した。

●留学生受入及び在留手続きに関する研修会
　本研修会は申請等取次者の資格を得るため証明書を発行する協会主催としては唯一の研修会である。
　今回はコロナ禍により留学審査部門の担当官による講義のみ、参加定員を縮小しての開催となった。
　前半は出入国管理制度の概要と入国審査や在留資格認定証明書交付までの一連の手続き。後半は在籍管理と申請取次制度について、
学校申請取次における変更点・注意点、コロナ禍による現時点での手続き等の変更や留意点などの説明を行った。
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　中国語版（簡体字・繁体字）、ハングル版、英語版、ベトナム語版、
　ネパール語版　　　　　　　　　　計 7,300 部
②多言語リーフレットの制作　　　　 25,000 部
　〇配布先：パンフレット・多言語リーフレットは外務省を通じ、在外公館 98 箇所へ配付
　　　　　　（英語版・ハングル版・ベトナム語版・ネパール語版）
　　　　　　中国語版（簡体字）・多言語リーフレットを中国の大学、日本語教育機関等
　　　　　　100 箇所に送付
　　　　　　中国語版（繁体字）・多言語リーフレットを台湾の大学、日本語教育機関等
　　　　　　400 箇所に配付
③協会ホームページに掲載

　日本語版、中国語版（簡体字・繁体字）、ハングル版、英語版、ベトナム語版、ネパール語版、
タイ語版、インドネシア語版

留学生担当教職員研修の実施（オンライン）
　都内専修学校各種学校の教職員を対象に、留学生受入れに伴う留学生管理や出入国管理に係
る諸手続きなどの実務に関する研修。コロナ感染防止対策としてオンラインにより実施しました。
【第１回】初任者対象

①開催日    令和 3 年 3 月 11 日（木）
②参加者    68 名
③内　容　　
　　開会挨拶　東京都生活文化局私学部　私学行政課長　　　　　　　伊与　浩暁
　（1）留学生による犯罪の現状
　　　　　警視庁組織犯罪対策部組織犯罪対策総務課　管理官・警視　秋保　弘徳
　（2）学校における留学生の適正な受入れ・在籍管理の再確認
　　　　　　　東京都生活文化局私学部 私学行政課　課長代理　 　　 八木　正剛
　（3）留学生指導相談窓口に寄せられた相談事例より
　　 　　　　  東京都専修学校各種学校協会　企画振興課　　　　　   金刺　　祥
　（4）�入学から卒業までの基本的な流れと留意点およびコロナ禍における今年度の対応に

ついて
　　 　　　　　学校法人江副学園　新宿日本語学校 理事長・学校長　 江副　隆秀
　（5）コロナ禍での留学生の在留諸申請に関する手続き等について
　　　　　　　 東京出入国在留管理局留学審査部門　統括審査官　　  川上　順子　　

【第２回】中堅担当者対象
①開催日   令和 3 年 3 月 17 日（水）
②参加者　 84 名
③内　容 
　　開会挨拶　東京都生活文化局私学部　私学行政課　課長代理　　　八木　正剛
　（1）留学生による犯罪の現状
　　　　　　　 警視庁組織犯罪対策部組織犯罪対策総務課　警部補　  賀谷　　周
　（2）学校における留学生の適正な受入れ・在籍管理の再確認
　　　　　　　 東京都生活文化局私学部 私学行政課　課長代理　　    八木　正剛
　（3）留学生指導相談窓口に寄せられた相談事例より
　　 　　　　　東京都専修学校各種学校協会　企画振興課　　　　　  金刺　　祥
　（4）在留資格「特定技能」の現況と「留学」からの変更申請に関する留意点について
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　　　　　　　東京出入国在留管理局就労審査第三部門　統括審査官　石倉　貴弘
　（5）コロナ禍での留学生の在留諸申請に関する手続き等について
　　　　　　　東京出入国在留管理局留学審査部門　統括審査官　　   川上　順子

（５）ボランティア活動支援事業　＜決算額：66 千円＞
　専修学校各種学校におけるボランティア活動への取組み紹介及び啓発活動を行いました。

ボランティア活動情報サイト『ボラ活』の運営
  専修学校各種学校におけるボランティア活動及び協会のボランティア活動関連事業を紹介す
るため、ボランティア活動情報サイト『ボラ活』を運営しました。
　各校におけるボランティア活動に参加した学生に取材を行い、体験談を掲載しました。

『ボラ活』　http://volunteer.tsk.jp

（６）就職等進路に関するセミナー　＜決算額：237 千円＞
①開催日　令和 3 年 3 月 8 日 ( 月 )
②会　場　アルカディア市ヶ谷私学会館
③参加者　17 校 18 名
④内　容　「コロナ禍における企業の採用状況」
　　　　　　　株式会社クオリティ・オブ・ライフ代表取締役　原　正紀

（７）主権者教育研修会　＜決算額：50 千円＞
①開催日　令和 3 年 3 月 16 日（火）
②形　式　ZOOM を利用したオンライン形式
③参加者　23 校 30 名
④内　容　「18 歳選挙権』時代の若者参画とは～体験！主権者教育～」
　　　　　　　　講　師　慶應義塾大学 SFC 研究所上席所員　　西野　偉彦

（８）専修学校各種学校向け感染症拡大防止に向けたＷｅｂ講習会　【新規】
� ＜決算額：12 千円＞

①開催日　令和 3 年 1 月 22 日（金）
②形　式　ZOOM を利用したオンライン形式
③参加者　77 校 83 名
④内　容　「学校の新しい生活様式」を中心に、各学校に即した感染症拡大防止をめざす。
　　　　　　　　　　　　　　　国際医療福祉大学医学部教授　  松本　哲哉
　※東京都事業として実施

●主権者教育研修会
　慶応義塾大学 SFC 研究所上席所員の西野偉彦（にしのたけひこ）先生に「『１８歳選挙権』時代の若者参画とは～体験 ! 主権者教育」
と題して WEB 研修会を実施した。国内での「模擬投票・模擬議会の実践」や海外での「学校内の問題を自主的に解決する『調停者制度』」
を経験させることで、年齢に応じて少しずつ政治的話題を増やす仕組み等の事例をご紹介いただいた。国民性や歴史の違いからただ
ちに導入はできにくいものの、それぞれに「若者参画」の可能性を伸ばす取り組みの多様さを知ることができ有益だった。

●専修学校各種学校向け感染症拡大防止に向けたWEB講習会
　東京都の施策「アドバイザーによる感染拡大防止の取組支援事業」に応募し、国際医療福祉大学医学部の松本哲哉教授による WEB
研修会を東京都の事業として開催した。改めて、コロナウイルスの実態、感染防止の実施方法、事務所における対策などを、多数の
写真を使いながら丁寧にお話しいただき認識を深めることができた。

●就職進路に関するセミナー
　業界・企業がコロナ禍に対応していくなかで採用はどのようになって行くのか、多数の企業の成長・変革をサポート、人材課題の
解決などに携わる識者を講師に招き「コロナ禍における企業の採用状況」をテーマに会場型で研修を行った。就職を取り巻く環境、
採用方法の変化、就職活動のフォロー、外国人留学生への支援の４項目について解説を行った。
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（９）「コロナ禍の現状・今後そしてワクチン」研修会　【新規】
� ＜決算額：737 千円＞ 

①開催日　令和 3 年 3 月 26 日（金）
②形　式　ZOOM を利用したオンライン形式
③参加者　54 校 69 人
④内　容　「コロナ禍の現状・今後そしてワクチン」
（1）「新型コロナウイルス感染症が我々にもたらしたもの」
　　 　　　　　東北大学名誉教授　東京 iCDC 専門家ボード座長　　賀来　満夫

（2）「新型コロナウイルス感染症の現状と今後」
　　 　　　　　聖マリアンナ医科大学教授　東京 iCDC 専門家ボード感染制御チーム
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  國島　広之

（3）「新型コロナウイルス変異株とワクチン」
　　 　　　　　愛知医科大学大学院教授　　東京 iCDC 専門家ボード検査・診断チーム
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  三鴨　廣繁

（4）「鼎談」
　　　司会：賀来先生、國島先生、三鴨先生
※東京都の補助金により実施

￥２．生徒作品の発表イベント
　専修学校各種学校の学生・生徒による作品発表の場として、展示会やフェスティバル等を実施し
ました。

（１）ピギーズスペシャル　＜決算額：4,401 千円＞
　令和 2 年度東京産業労働局の委託事業として、仕様書に基づき、豚革の調達と配布、試作品
の制作、ファッションショーへの参加について下記の通り実施しました。

①豚革の調達と配布
　衣料革は、東京製革業産地振興協議会から豚革 722 枚を調達し、各学校の要望等を調整
して 14 校に配布した。

②ァッションショーへの参加
　東京国際フォーラムにて開催された「JFW JAPAN CREATION 2021」の時期に合わ
せ、令和 2 年 11 月 19 日（木）に同フォーラムロビーギャラリーを会場とした『東京レザー
ピッグスキンピギーズスペシャル』において開催されたファッションショーに服飾系専修
学校 11 校が参加。3 グループに分けプロのデザイナーと合同で開催した。
参加作品点数：69 点

●「コロナ禍の現状・今後そしてワクチン」研修会
　東京都の「団体向け新型コロナウイルス感染防止対策自主点検等支援事業」に補助金を申請し、その補助金により WEB 講習会と
して開催することができた。３名の先生方による専門分野のお話の後、先生方による鼎談で現下の状況、特に変異ウイルス、ワクチ
ンについて最新のお話を聞くことができた。コロナウイルスの感染率が高く、死亡率も高く、さらに後遺症も重症であるという他に
はない病気であることを改めて認識し、そして学生のような若者への関心の持たせ方についても興味深い実践例を教えていただき、
有意義な講習会となった。

●ピギーズスペシャル
　東京都産業労働局より委託を受け、服飾系専修学校 1 １校が参加。各校がそれぞれ趣向を凝らし発表作品６９点を制作した。コロ
ナ禍の下行われたファッションショーは、残念ながら着席数を減らしての開催となったが、モデルやヘアメイクも学生が行い、華や
かな装いを身にまといプロさながらにランウェイを歩いていた。
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（２）専門学校映像フェスティバル　＜決算額：577 千円＞
　予定していた東京都美術館講堂による開催を取りやめ、オンラインによる映像作品の上映会
を開催しました。今回のシンポジウムでは専門学校卒業生による「業界トーク」を行ったほか、
各学校 1 年生対象の作品コンテストも昨年同様に実施しました。

①公開期間　令和 3 年 2 月 16 日（火）～ 3 月 1 日（月）
②参　　加　8 校、65 点
③訪 問 数　1,200（1 作品当たりのレビュー数 21 ～ 52 回）
④内　　容　�ＰＶ、ドラマ、ドキュメント、アニメーション、ＣＧバラエティ等の映像作品

の上映

シンポジウムの開催
　「卒業生による業界トーク」専門学校を卒業して、映像業界で活躍している先輩の経験談
が聞ける座談会を開催

学生作品によるコンテストを開催
応募作品　8 点
審査・表彰式　令和 3 年 3 月 1 日（月）

（３）東京都専門学校アート＆デザイン展（SEBIT2021）＜決算額：0 千円＞
　例年実施している東京都美術館での開催を中止し、インターネットを利用して学校ごとに作
品を公開する「WEB_SEBIT」として開催しました。

①公開日　令和 3 年 3 月 1 日～
②参　加　9 校

３．学校評価の普及啓発　＜決算額：4,000 千円＞
　専修学校各種学校教育の充実・向上を図るために、学校評価の普及啓発事業を実施。
　私立専門学校等評価研究機構等、他団体と連携して助言・相談事業および学校評価資料の作
成配布事業を実施し、学校評価の普及啓発に取り組みました。

●東京都専門学校アート＆デザイン展　SEBIT2021
　東京都美術館での開催を取りやめ、インターネットを利用して学校ごとに作品を公開するオンライン上の美術展「WEB_SEBIT」と
して開催した。従来参加している専門学校のほか、高等専修学校からも参加があり、計10校の卒業制作を中心とした作品展示を行った。

●専門学校映像フェスティバル
　今年度は新型コロナウィルス感染症の影響により初めてのオンラインでの開催となった。期間は 2 月 16 日～ 3 月 1 日で、映画や
ドラマ、アニメ、プロモーションビデオなどの作品が特設サイト上で公開されるとともに、初日には業界最前線で活躍する卒業生た
ちによるトークショーがライブで配信され、アンケートでは「リアルな現場の声はとても刺激的でした。」等の声も聞かれた。また、
最終日には 1 年生によるコンテストを開催。テーマは「STAY HOMOVE」でグランプリに輝いたのは、東京表現高等学院 MIICA の

「クレープ」でした。
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公益目的事業２
「進路や職業教育に関する情報収集、研究調査及び情報提供等を行う事業」

（調査統計・研究会等・相談会等・資料頒布等）

Ⅰ 概要
　進路や職業教育に関する情報収集、研究調査及び中高生をはじめとした一般への情報提供等を通じ
て職業教育の振興発展を図ることを目的に事業を実施しました。

Ⅱ 事業

１．調査統計
（１）在籍者 · 納付金 · 就職状況等に関する調査　＜決算額：3,682 千円＞

「令和２年度専修学校各種学校調査統計資料」の発行
　専修学校各種学校の在籍者数、納付金額、就職状況、財務状況をはじめとした下記調査項
目について調査を実施しました。
　時　期　令和 3 年 3 月
　部　数　1,500 部
　配布先　専修学校各種学校、図書館、行政他
　項　目

　① 在籍調査
　② 学生・生徒納付金調査
　③ 専修学校専門課程卒業生の就職状況調査
　④ 専修学校専門課程就職希望者内定状況調査
　⑤ 専修学校財務状況調査
　⑥ 留学生在籍調査
　⑦ 情報公開・自己点検自己評価・学校関係者評価等の実施に関する調査
　⑧ 企業内実習に関する調査 
　⑨ 高等専修学校における教育支援に関する実態調査

新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向けた学校業務等に関する緊急アンケート【新規】
　新型コロナウイルス感染症拡大防止のための緊急事態宣言の下、各学校の状況を把握する
ため、緊急アンケート調査を実施しました。

調査期間　令和 2 年 5 月 7 日（木）～ 12 日（火）
対　　象　会員校　334 校
回　　答　118 校　回答率 35.3％

学生生活の現状に関するアンケート【新規】
　学生を対象に新型コロナウイルス感染症が学生の生活・学業に与える影響に関するアン
ケート調査を実施しました。
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調査期間　令和 2 年 5 月 26 日（火）～ 6 月 10 日（水）
対　　象　会員校 334 校の学生・生徒
回　　答　7,012 名

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う学校運営の影響に関するアンケート【新規】
　新型コロナウイルス感染症拡大防止が続く中、各学校の「現在の状況」「学生募集」「就職」

「行政への要望」等についてアンケート調査を実施しました。
調査期間　令和 2 年 8 月 29 日～ 9 月 11 日 
対　　象　会員校　334 校
回　　答　120 校　回答率 35.9％

（２）専門学校の振興に関する調査研究　＜決算額：151 千円＞
　職業実践専門課程の実質化、専門職大学の創設、これら専門学校をめぐる状況の変化の中で、
今後の専門学校の振興の方向性及び具体的な施策に資するため、引き続き調査研究に取り組む
予定であった。しかしコロナ禍の影響は大きく、予定していた 9 月からの通常の部会等の開催
は感染の「第二波」のため、さらなる延期を余儀なくされ、結局 11 月 5 日に「専門学校の振
興に関する調査研究委員会」を開催し、「職業教育分野分類に関する検討部会」ならびに「高
度専門士に関する検討部会」において、これまでの調査研究の内容について「一つの節目」を
迎えたことを確認した。

【専門学校の振興に関する調査研究委員会】
第１回　調査研究委員会
　開催日　令和 2 年 11 月 5 日（木）
　会　場　アルカディア市ヶ谷私学会館
　内　容　

　（1）「職業実践専門課程の認定課程（学科）における職業教育分野分類（案）」について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　多　　忠貴　委員
　（2）高度専門士に関する検討について　　　　　　　　　　　佐藤　康夫　委員
　（3）今後の進め方について　　　　　　　　　　　　　　　　関口　正雄　委員

（３）専修学校振興構想懇談会　＜決算額：669 千円＞
【専門学校検討部会】

事前打合会
開催日　令和 2 年 12 月 21 日（月）午後 3 時から 4 時
会　場　事務局会議室、一部参加者 ZOOM
内　容　今後のスケジュール・課題内容の確認

【高等専修学校検討部会】
第６回高等専修学校検討部会

開催日　令和 2 年 9 月 28 日（月）
会　場　アルカディア市ヶ谷私学会館
内　容　
　（1）今までの議論と情報を受けて問題提起と振興策の提案Ⅰ
　　　　　東京都中学校長会・東京都中学校進路指導研究会（都中進）からの報告
　　　　　　　　東京都中学校長会進路対策委員長　　　　齋藤　　真（検討部会委員）
　　　　　　　　東京都中学校進路指導研究会会長　　　　楠美　利文（検討部会委員）
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　 （2）報告事項
　　　近況報告　コロナ禍の中でどのような取り組みを行ったか
　　　認知度アンケート結果とまとめ
　　　　　　　　東京学芸大学教育学部　准教授　　伊藤　秀樹（検討部会委員）

第７回高等専修学校検討部会
開催日　令和 2 年 10 月 26 日（月）
会　場　アルカディア市ヶ谷私学会館
内　容　
　（1）今までの議論と情報を受けて問題提起と振興策の提案 Ⅱ
　　　行政（東京都生活文化局私学部、東京都教育庁、文部科学省）からの報告
　　　東京都生活文化局私学部私学振興課　課長　吉原　宏幸（検討部会委員）
　　　東京都教育庁指導部　　　　主任指導主事　小林　　靖（検討部会委員）
　　　文部科学省総合教育政策局生涯学習推進課専修学校教育振興室
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　専門官　佐々木俊治（オブザーバー）　

第８回高等専修学校検討部会
開催日　令和 2 年 12 月 3 日（木）
会　場　アルカディア市ヶ谷私学会館
内　容　今までの議論と情報を受けて、問題提起と振興策の最終まとめ

２．研究会等
進路や職業教育に関する研究会等を開催いたしました。

（１）南関東ブロック会議　＜決算額：186 千円＞
南関東ブロック会長会議
【第１回】

① 開催日　令和 2 年 7 月 10 日（金）
② 会　場　東京都専修学校各種学校協会事務局会議室
③ 内　容　南関東ブロック会議について
　　　　　 その他

南関東ブロック連絡会議
① 日　時　令和 2 年 10 月 23 日（金）
② 場　所　アルカディア市ヶ谷私学会館
③ 参加者　各都県協会役員　48 名
④ 内　容
「開会の言葉及び開催県挨拶」
　（公社）東京都専修学校各種学校協会　　  　　　  会　長　山中　祥弘
　ブロック長挨拶　全国専修学校各種学校総連合会　副会長　岡本比呂志

「文部科学省報告」
　文部科学省総合教育政策局生涯学習推進課
　　　　　　　　専修学校教育振興室　　　　　　　室　長　金城　太一
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「全専各連活動状況報告」　　　
　　　　全国専修学校各種学校総連合会　事務局長　菅野　国弘

「各省庁への要望、質問への回答状況について」
　文部科学省総合教育政策局生涯学習推進課
　　　　　　　　専修学校教育振興室　　　室　長　金城　太一
　全国専修学校各種学校総連合会　　　　
　　　　　　　　副会長・南関東ブロック長　　　　岡本比呂志
　全国専修学校各種学校総連合会　　　　
　　　　　　　　常務理事・総務委員長　　　　　　関口　正雄
　全国高等専修学校協会　　　　　　　　　会　長　清水　信一
　　（1）コロナ対策、職業実践、厚労省関係
　　（2）高等専修学校
　　（3）留学生政策、受け入れ
　　（4）その他
　　　　・各県会長から
　　　　・まとめ

「各都県行政報告」（口頭説明なし　資料配布）
　次期主催協会挨拶　
　（一社）神奈川県専修学校各種学校協会　 会　長　清水　裕
　閉会の言葉

（２）高等専修学校進学研究会　＜決算額：573 千円＞　
　中学校教職員、専修学校教職員、教育関係者等を対象に「高等専修学校の概要説明と映像に
よる学校紹介」をテーマに研究会を開催しました。

① 開催日　令和 2 年 8 月 5 日（水）
② 会　場　アルカディア市ヶ谷私学会館
③ 参加者　中学校 16 校 21 名、高等専修学校 11 校 55 名
④ 内　容　
（1）開会挨拶
　　　東京都中学校高等専修学校進路指導協議会　会長／
　　　東京都中学校進路指導研究会　会長　　　　　　楠美　利文
　　　ＮＰＯ高等専修教育支援協会　理事長　　　　　堀居　英治

（2）来賓挨拶
　　　文部科学省総合教育政策局　生涯学習推進課
　　　専修学校教育振興室　室長　　　　　　　　　　金城　太一

（3）来賓紹介
　　　東京都教育庁指導部　主任指導主事　　　　　　小林　　靖

●南関東ブロック連絡会議
　神奈川県で開催を予定していた南関東ブロック会議が新型コロナウイルス感染症拡大の影響で中止となったため、規模を縮小し、
感染症対策を講じて「連絡会議」を開催した。会議では、文部科学省の行政報告、全専各連の活動報告に続き、パネルディスカッショ
ン形式でコロナ対策、職業実践専門課程の振興、留学生政策等、様々な課題について活発な議論が交わされた。
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（4）講演『キャリア教育と高等専修学校』
　　　東京音楽大学教授／
　　　元東京都中学校高等専修学校進路指導協議会　会長／
　　　元東京都中学校進路指導研究会　会長　　　　　関本　惠一

（5）高等専修学校の概要説明と映像による学校紹介
　①高等専修学校の概要説明
　　東京都中学校高等専修学校進路指導協議会　副会長／
　　　　　　　　　　高等専修学校振興委員会　委員長　　清水　信一
　②映像による高等専修学校の紹介

　志望動機や入学後の感想など在校生インタビューを交え、各校コンパクトに自校の
教育内容をまとめた映像で高等専修学校を紹介しました。
　参加校：�国際製菓専門学校、大竹高等専修学校、国際共立学園高等専修学校、二

葉ファッションアカデミー、東放学園高等専修学校、東京表現高等学院
MIICA、日本芸術高等学園、武蔵野東高等専修学校、芸術工芸高等専修学
校　以上 9 校

（6）講評
　　　東京都中学校高等専修学校進路指導協議会　会長／
　　　　　　東京都中学校進路指導研究会　会長　楠美　利文

（３）日本語学校・専門学校連携事業　＜決算額：333 千円＞　
日本語学校パンフレットの制作

　会員日本語学校を紹介する広報用のパンフレット内容を修正しました。日本語・英語・繁
体字・ハングル版のパンフレットを JASSO の海外拠点（約 50 か所）に送付しました。

３．相談会等
　下記の相談会、説明会等を開催し、専修学校各種学校における職業教育に関する情報提供を広く
一般的に対して行いました。

（１）高等専修学校合同説明会・相談会　＜決算額：1,703 千円＞
　進学希望者本人、保護者、教員、その他一般を対象にした高等専修学校の概要説明各分野
の教育の特徴などに関する説明会・相談会を開催しました。

・高等専修学校合同説明会
【第１回】

開催日　令和 2 年 6 月 28 日（日）
会　場　調布市文化会館たづくり
参　加　13 校
来場者　11 組 18 名（18 組 30 名）

【第２回】
開催日　令和 2 年 7 月 12 日（日）
会　場　国分寺 cocobunji プラザ
参　加　15 校
来場者　18 組 35 名
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【第３回】
開催日　令和 2 年 9 月 13 日（日）
会　場　すみだ産業会館
参　加　12 校
来場者　12 組 20 名

【第４回】
開催日　令和 2 年 9 月 27 日（日）
会　場　府中市市民活動センタープラッツ
参　加　13 校
来場者　18 組 32 名

・高等専修学校相談説明会　東専各会議室（全回）
【第１回】

開催日　令和 2 年 10 月 3 日（土）
参　加　9 校
来場者　0 組

【第２回】
開催日　令和 2 年 11 月 7 日（土）
参　加　10 校
来場者　3 組 5 名

【第３回】
開催日　令和 2 年 12 月 5 日（土）
参　加　9 校
来場者　2 組 4 名

（２）進路指導に関する相談会　＜決算額：55 千円＞
高等学校教員対象専門学校オンラインセミナーの実施

開催日　令和 3 年 3 月 3 日（木）
形　式　ZOOM を利用したオンライン形式
対　象　高等学校教員
参加者　34 名
内　容　講演「専門学校を取り巻く状況について」
　　　　　　　　小笠原武美（運営委員、町田・デザイン専門学校）
　　　　各分野概要説明
　　　　　分野ごとの特徴、教育内容、就職指導等について包括的に説明
　　　　　工業・農業分野：横尾源太（専門学校東京工科自動車大学校）
　　　　　医療分野：兵藤宣昭（関東柔道整復専門学校）
　　　　　衛生分野・調理：大熊隆宏（二葉栄養専門学校）
　　　　　衛生分野・理美容：工藤佑輝（国際理容美容専門学校）
　　　　　教育・社会福祉分野：八尾勝（東京 YMCA 国際医療福祉専門学校）
　　　　　商業実務分野：吉野充利
　　　　　　　　　　　　（専門学校日本鉄道＆スポーツビジネスカレッジ 21）
　　　　　　服飾・家政分野：江口崇裕（専門学校青山ファッションカレッジ）
　　　　　　文化教養分野：植木隆文（日本工学院専門学校）
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専門学校オンラインプレセミナー
　都高進（東京都高等学校進路指導協議会）に協力いただき、専門学校をテーマごとに解説
するオンラインセミナーについて、テスト版を開催しました。
　開催日　令和 2 年 11 月 28 日（土）
　形　式　ZOOM を利用したオンライン形式
　参加者　8 名（都高進役員、進路指導プロジェクト委員）
　内　容　テーマ「専門学校で利用できる奨学金について」
　　　　　八尾　勝（常務理事・東京 YMCA 医療福祉専門学校）
　　　　　終了後、説明内容やセミナーに関するフリートーク
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４．資料頒布等
　東京都内の専修学校各種学校における職業教育等に関する情報資料を下記のとおり作成し、印刷
媒体、インターネット等を通じて広く一般に提供しました。

東専各協会報
１年間の法人組織及び協会事業をまとめた冊
子。

時 期 令和２年８月

部 数 １，０００部
配布先 会員校、行政、関係団体他

分野別名簿
都内専修学校・各種学校の設置学科、所在地
等を掲載した名簿。

時 期 令和２年９月
部 数 １，０００部

配布先 専修学校各種学校、行政、関
係団体他

路
中学校での進路指導に役立つ高等専修学校情
報を掲載した教員用資料。

時 期 令和２年１０月
部 数 ３，０００部
配布先 中学校、教育関連施設他

キャリアエデュ
高等学校から専門学校への進学等を主にテー
マとした研究情報誌。

時 期 №５９（令和２年１０月）、
№６０（令和３年３月）

部 数 各３，０００部
配布先 専修学校各種学校、高等学校、

行政他

専修学校教育白書
専修学校に関する各種データ等を掲載。都内
図書館等へ配布し、専修学校に関する情報を
一般に提供しました。

時 期 令和３年３月
部 数 １，５００部
配布先 専修学校各種学校、図書館、

行政他

東京都高等専修学校概要
中学校での進路指導に役立つ高等専修学校情
報を掲載した教員用資料。

時 期 令和２年６月

部 数 ３，５００部
配布先 中学校、教育関連施設他

高等専修学校進学ガイド
高等専修学校についてコンパクトで分かりや
すく解説したガイドブック。

時 期 令和２年６月

部 数 ８，０００部
配布先 中学校、教育関連施設他

高等専修学校 
資料請求ＱＲコード付きチラシ
都内公立中学校３年生すべてに配布するリー
フレット。

時 期 令和２年６月
部 数 ８５，０００部
配布先 中学校、教育関連施設

専門学校オフィシャルガイド
高等学校での進路指導に役立つ統一した様式による
専門学校情報を掲載した主に教員用資料。「専門学校
概要」から「専門学校オフィシャルガイド」に名称変更。
時 期 令和２年７月
部 数 ３０，０００部
参　加 １３１校
配布先 高等学校、大学、図書館、教

育関連施設他

学生 · 保護者 · 社会人のための専
門学校ガイド
学生・保護者・社会人向けに専門学校について
コンパクトで分かりやすく解説したガイドブック。

時 期 令和２年６月

部 数 １６０，０００部
配布先 高等学校、大学、図書館、教

育関連施設他
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（12）キャンペーン事業　＜決算額：2,258 千円＞
　協会広報活動の一環として、新聞、雑誌等への広告出稿等を行い、イメージアップキャンペー
ンを実施。

専門学校新聞（株式会社専門学校新聞社）
①「専門学校新聞」への広告出稿
　対　象　高等学校、専門学校、関係機関
　部　数　各 50,000 部
　出　稿　9 回（6/30、8/15、9/15、10/15、11/15、12/15、1/15、2/15、3/15）
②ホームページ「専学ネット」への記事掲載　１件
③臨時増刊号への名刺広告

留学生新聞（株式会社メディアチャイナ）
①「留学生新聞」への広告出稿
　対　象　日本語教育機関、専門学校、留学生、関係機関
　部　数　各 10,000 部
　出　稿　1 回（9/15）
②「留学生新聞」英語版への広告出稿
　対　象　日本語教育機関、専門学校、留学生、関係機関
　部　数　63,000 部
　出　稿　1 回
③「留学生新聞」ベトナム語版への広告出稿
　対　象　日本語教育機関、専門学校、留学生、関係機関
　部　数　63,000 部
　出　稿　1 回
④「留学生新聞ニュース」へのイベント情報配信
　配　信　2 回（6/11、10/2）

留学生のための専門学校一覧表（株式会社大悟）
「留学生のための専門学校一覧表」掲示用ポスターへの広告掲載。
　対　象　日本語教育機関教職員、学生
　部　数　20,000 部

図書館情報ラック「学びの門」（株式会社京せん堂）
 「学びの門」への情報提供。
　期　間　令和 2 年 4 月～令和 3 年 3 月
　内　容　都内 23 図書館のラックに協会出版物、イベントチラシを収納し配布

東商新聞（東京商工会議所）
「東商新聞」新年挨拶の名刺広告掲載。※暑中見舞い広告は中止。
　対　象　会員（企業・団体）
　部　数　78,000 部

「東京の産業教育」への広告出稿
　対　象　会員（中学校・高等学校・専修学校・企業）
　部　数　1,700 部
　内　容　出版物の紹介、キャリア講師派遣案内、説明会の告知



39

令和 2年度事業報告

「高等教育の新たな修学支援制度」チラシの制作【新規】
　令和 2 年度から施行された修学支援制度と、都内対象専門学校を紹介するチラシの制作し
ました。
　部　数　3,000 部
　配布先　東京、千葉、埼玉、神奈川の高等学校

（13）情報ネットワーク事業　＜決算額：18,566 千円＞　
　専修学校各種学校に関する情報発信の充実を図るために、SNS 等も活用し情報提供を行いまし
た。

協会ホームページ　https://tsk.or.jp/
協会ホームページのリニューアルを進め、令和2年7月に学校情報ページと検索システムを改修し、
令和 3 年 3 月に HP 全体のデザインとコンテンツを一新しました。

会員向けホームページ　https://kaiin.tsk.or.jp/
令和元年 12 月から開設し、協会事業の案内、行政情報などを提供。適宜メールニュースの配信も
行いました。
メールニュース：東専各からのお知らせ　68 件

ＳＮＳを利用した情報提供
協会事業、イベントの情報を一般の方へ周知するために、
Facebook (https://www.facebook.com/tskjp) や Twitter（＠ tosenkaku）を活用しました。
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Ⅰ 概要
　グローバル化の流れの中で就労支援体制構築のため、また就職に必要な知識を提供することを目的
とした下記事業を実施いたしました。

Ⅱ 事業
（１）	高校生対象キャリア支援事業（キャリア教育における講師派遣）
　� ＜決算額：918 千円＞

　高等学校、進路指導団体と連携し、生徒及び教職員を対象に、専門学校教育に関する情報提
供と進学情報の共有を図るため、キャリア教育における講師派遣を行いました。

キャリア教育における講師派遣
下記の都立高等学校へ講師派遣を行いました。
・令和 2年 9月 14日（月）都立野津田高等学校（全日制）
　参加者：2年生　132 名
・令和 2年 10月 6日（火）都立福生高等学校（定時制）
　参加者：1～ 4年生　103 名
・令和 2年 10月 28日（水）都立荻窪高等学校（全日制）
　参加者：2年生　240 名
・令和 2年 12月 1日（火）都立松原高等学校（定時制）
　参加者：2年生　18名
・令和 3年 1月 20日（水）都立東久留米総合高等学校（定時制）
　参加者：1年生　44名
・令和 3年 2月 20日（土）第一学院高等学校
　参加者：50名　第一学院高等学校モバイルハイスクール生の保護者
・令和 3年 3月 24日（水）都立大崎高等学校（定時制）
　参加者：1～ 3年生　19名

講師派遣案内リーフレットの制作

（２）文部科学省委託事業「東京都におけるグローバル化対応推進支援事業」
� ＜決算額：7,333 千円＞
【外国人留学生・日本語教育分科会＝専修学校グローバル化対応推進支援事業】
　昨年度第 3回「外国人留学生・日本語教育分科会」では、今後「専門学校での留学生教育の
成果と社会貢献への可能性を示すモデル事業の提示」を目的として調査・研究を行うこととし
て、文部科学省委託事業「専修学校グローバル化対応推進支援事業」に企画提案した。この企
画提案は文部科学省により 7月 3日採択され、9月 7日に委託契約を締結した。
　その後、計画に基づき、事業実施委員会開催後、調査研究分科会、分野モデル分科会での協

公益目的事業３
「教育訓練、職業訓練、就労支援等の提供を行う事業」
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議を踏まえて以下の事業を実施し、令和 3年 3月には、「事業成果報告書」をまとめるとともに、
東専各協会HPに掲載した。
①「海外専門人材（留学生）の循環型育成スキーム」のための調査

専門学校基礎調査
　　期　間　令和 2年 11月 25日～ 12月 10日
　　対　象　会員校 343 校に在籍の留学生
　　回　答　233 校　2,760 名　
②「海外専門人材（留学生）の循環型育成スキーム」の提案のためのヒアリング
　　・美容分野プロジェクト
　　・自動車関連分野プロジェクト
③「多元的な研修機会の提供」

グローバル人材就職 · 転職オンライン説明会
　　日　　時　令和 2年 10月 14日（水）
　　形　　式　ZOOMを利用したオンライン形式
　　出展企業　10社
　　参　　加　721 名（延べ人数）

留学生就職指導教員対象講座
　　�　受け入れ留学生の多国化や就労職種範囲の拡大による留学生の国内就労に関連する
最新情報、留学生の就職指導に関する講座

　　日時と形式、内容、参加者数
　　第１回　日　時　令和 2年 11月 4日（水）
　　　　　　内　容　留学生の国内就労状況　
　　　　　　参加者　来場 36名、オンライン 76名
　　第２回　日　時　令和 2年 11月 17日（木）
　　　　　　内　容　企業が期待する人材像／オンライン面接の注意点と事前準備
　　　　　　参加者　来場 14名、オンライン 66名
　　第３回　日　時　令和 2年 12月 15日（火）
　　　　　　内　容　就職指導担当者が留学生にしたい面接時の注意点
　　　　　　参加者　オンライン 76名

新しい環境下における外国人留学生の生活 · 就職支援の在り方（共催事業）
　　　外国人雇用協議会生活支援部会との共催によるオンラインセミナー
　　　　　　日　時　令和 2年 12月 8日（水）
　　　　　　参加者　270 名
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（専門学校検討部会）
氏　名 所　　　属

関 口　 正 雄 東京メディカル・スポーツ専門学校校長
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会副会長

山 中　 祥 弘 学校法人メイ・ウシヤマ学園理事長
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会会長

岡本　比呂志 学校法人中央情報学園理事長
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会副会長

多　　 忠 貴 学校法人電子学園理事長
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会副会長

平野　公美子 日本外国語専門学校事務局長
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会副会長

千 葉　　 茂 学校法人片柳学園理事長
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会常務理事

吉 岡　 正 毅 学校法人吉岡教育学園千駄ヶ谷日本語学校理事長校長
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会副会長

小 林　 光 俊 学校法人敬心学園理事長
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会常務理事

武 田　 哲 一　 学校法人東京国際学園東京外語専門学校理事長校長公益社団法人東京都専修学校各種学校協会理事
伊 与　 浩 暁 東京都生活文化局私学部私学行政課長
萩原　幸太郎 東京都産業労働局雇用就業部人材確保支援担当課長
貫 井　 晴 宣 東京商工会議所人材・能力開発部担当部長人材支援センター所長
大 場　 順 二 公益財団法人東京都中小企業振興公社企画調整担当課長

【第１回事業実施委員会】
　開催日　令和 2年 9月 25日（金）
　会　場　グランドヒル市ヶ谷
　議　題　委員長選任
　　　　　令和 2年度事業計画の説明
　　　　　事業運営について
【第２回事業実施委員会】
　開催日　令和 3年 2月 25日（木）
　会　場　東専各協会　事務室
　議　題　令和 2年度事業結果報告
　　　　　令和 3年度文部科学省委託事業概要の説明
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（調査研究分科会）
氏　名 所　　　属

多　　 忠 貴 学校法人電子学園理事長
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会副会長

関 口　 正 雄 東京メディカル・スポーツ専門学校校長
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会副会長

武 田　 哲 一 学校法人東京国際学園東京外語専門学校理事長校長
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会理事

平野　公美子 日本外国語専門学校事務局長
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会副会長

川島　鋼太郎 ハリウッド美容専門学校国際交流センター長

江 副　 隆 秀 学校法人江副学園新宿日本語学校理事長校長
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会運営委員

吉 岡　 正 毅 学校法人吉岡教育学園千駄ヶ谷日本語学校理事長校長
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会副会長

柳 澤　 好 昭 学校法人長沼スクール東京日本語学校理事常勤顧問
川 廷　 宗 之 学校法人敬心学園・職業教育研究開発センター所長
井 上　 洋 一般財団法人ダイバーシティ研究所参与
岡 山　 保 美 株式会社ユニバーサル・サポート・システムズ取締役
貫 井　 晴 宣 東京商工会議所人材・能力開発部担当部長人材支援センター所長
伊 与　 浩 暁 東京都生活文化局私学部私学行政課長

【第１回調査研究分科会】
　開催日　令和 2年 11月 13日（金）
　会　場　グランドヒル市ヶ谷　
　議　題　委員長選任
　　　　　令和 2年度事業計画の説明
　　　　　「海外専門人材（留学生）の循環型育成スキーム」のための調査について

（分野モデル分科会－美容分野プロジェクト）
氏　名 所　　　属

川島　鋼太郎 ハリウッド美容専門学校国際交流センター長

関 口　 正 雄 東京メディカル・スポーツ専門学校校長
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会副会長

岡 山　 保 美 株式会社ユニバーサル・サポート・システムズ取締役
福 島　 吉 功 東京都美容生活衛生同業組合副理事長
佐 藤　 友 彦 株式会社アクシス代表取締役
萩原　幸太郎 東京都産業労働局雇用就業部人材確保支援担当課長
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（分野モデル分科会－自動車関連分野プロジェクト）
氏　名 所　　　属

佐 藤　 康 夫 専門学校東京工科自動車大学校世田谷校校長

関 口　 正 雄 東京メディカル・スポーツ専門学校校長
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会副会長

岡 山　 保 美 株式会社ユニバーサル・サポート・システムズ取締役
今 西　 朗 夫 株式会社ジャパン・リリーフ経営企画室主管
小 林　 完 専門学校東京工科自動車大学校企画部
萩原　幸太郎 東京都産業労働局雇用就業部人材確保支援担当課長

【第１回分野モデル分科会】
　開催日　令和 2年 12月 4日（金）
　会　場　グランドヒル市ヶ谷　
　議　題　委員長選任 (分野プロジェクトごと )
　　　　　令和 2年度事業計画の説明
　　　　　（1）事業計画全体
　　　　　（2）事業運営について（分野プロジェクトごと）

（研修事業分科会）
氏　名 所　　　属

多　　 忠 貴 学校法人電子学園理事長
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会副会長

吉 岡　 正 毅 学校法人吉岡教育学園千駄ヶ谷日本語学校理事長校長
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会副会長

関 谷　 信 浩 学校法人東放学園理事
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会理事

佃　　 吉 一 学校法人ＡＢＫ学館理事長
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会運営委員

川島　鋼太郎 ハリウッド美容専門学校国際交流センター長
金　　 英 順 学校法人東放学園留学生センター副室長
横 尾　 源 太 学校法人小山学園高専連携・留学生センター室長
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Ⅰ 事業
（１）賛助会員向け事業　＜決算額：50 千円＞

　賛助会員へ各種印刷物の送付をはじめとする情報提供を行いました。

（２）保護者連絡会事業　＜決算額：0 千円＞
　保護者の負担軽減のため、東京都に対する予算要望活動を、協会役員とともに実施をしま
した。
①開催日　令和 2年 8月 28日（金）、9月 3日（木）
②参加者　東専各会長、副会長、保護者会長、事務局
③対　象　都議会各会派、東京都生活文化局私学部

その他の事業（相互扶助等事業）
「会員、賛助会員、関係団体の連携親睦事業」

（会員交流会・賛助会員向け事業・保護者連絡会事業）
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（１）通常総会
開催日　令和 2年 6月 16日（火）
会　場　アルカディア市ヶ谷私学会館
内　容　令和元年度事業報告・決算ほか

（２）定期総会
開催日　令和 3年 3月 5日（金）
会　場　アルカディア市ヶ谷私学会館
内　容　令和 3年度事業報告・予算ほか
　　　　新入会員の承認について

（３）理事会
【第１回】
開催日　令和 2年 5月 27日（水）(書面決議 )
内　容　令和元年度事業報告に関する件
　　　　令和元年度収支決算報告に関する件
　　　　令和２年度収支予算の補正に関する件
　　　　令和 2・3年度理事・監事・運営委員の選任に関する件
　　　　令和 2・3年度相談役等の委託に関する件
　　　　事務局長の任命に関する件
　　　　新入会員の承認に関する件

【第２回】
開催日　令和 2年 6月 16日（火）
会　場　アルカディア市ヶ谷私学会館
内　容　令和 2・3年度役員選定について
　　　　全国専修学校各種学校総連合会および全国専門学校協会の理事・代議員の推薦ついて
　　　　令和 2・3年度運営委員の選任について

【第３回】
開催日　令和 2年 11月 24日（火）
会　場　アルカディア市ヶ谷私学会館
内　容　令和 2年度上半期事業、会計中間報告

【第４回】
開催日　令和 3年 3月 5日（金）
会　場　アルカディア市ヶ谷私学会館
内　容　令和 3年度事業計画・予算ほか
　　　　新入会員の承認について

（４）運営委員会
【第１回】
開催日　令和 2年 11月 24日（火）

法人運営 · 法人活動
（法人としての運営行事や活動）
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会　場　アルカディア市ヶ谷私学会館
内　容　専修学校振興構想懇談会報告
　　　　東京都知事への要望について
　　　　専修学校のデジタル教育改革

【第２回】
開催日　令和 3年 3月 5日（金）
会　場　アルカディア市ヶ谷私学会館
内　容　専修学校振興構想懇談会報告
　　　　理事会・総会上程議案について

（５）業務執行理事会（正副会長会議）
【第１回】
開催日　令和 2年 4月 23日（木）
会　場　事務局会議室
内　容　新型コロナウイルス感染症への対応について
　　　　役員改選のスケジュールについて

【第２回】
開催日　令和 2年 5月 14日（木）
会　場　事務局会議室
内　容　新型コロナウイルス感染症への対応について
　　　　運営委員会、理事会、総会の運営について
　　　　令和 2・3年度の役員改選の今後の流れ

【第３回】
開催日　令和 2年 6月 16日（火）
会　場　アルカディア市ヶ谷私学会館
内　容　学生募集時期等にかかる確認事項について
　　　　拡大業務執行理事会（７月）の日程・議題・運営について
　　　　東京都予算の編成に関する要望について

【第４回】　※ 拡大業務執行理事会（業務執行理事、監事に加え専務・常務理事も出席）
開催日　令和 2年 7月 16日（木）
会　場　アルカディア市ヶ谷私学会館
内　容　新体制による今後の方針について

南関東ブロック会議の運営について
東京都予算の編成に関する要望について
専修学校振興構想懇談会審議の今後の予定について
新型コロナウイルス感染症に対する取り組み状況
出入国在留管理庁「教育機関の選定について」から
学校アンケート、学生アンケートについて
調査研究事業部長の指名について

【第５回】
開催日　令和 2年 9月 19日（火）
会　場　アルカディア市ヶ谷私学会館
内　容　南関東ブロック連絡会議の開催について
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　　　　次年度予算の編成方針について
　　　　新型コロナウイルス感染症拡大に伴う学校運営の現状に関するアンケートについて
　　　　事業者向け「感染防止徹底宣言ｽﾃｯｶｰ」対応（都からの依頼）について
　　　　その他

【第６回】
開催日　令和 2年 10月 23日（金）
会　場　アルカディア市ヶ谷私学会館
内　容　理事会・運営委員会の運営について　
　　　　厚生労働省公共職業訓練長期高度人材育成コースについて
　　　　主権者教育の実施について

【第７回】
開催日　令和 2年 11月 24日（火）
会　場　アルカディア市ヶ谷私学会館
内　容　理事会・運営委員会の運営について　
　　　　副会長の追加選定について
　　　　新春会員交流会の中止について
　　　　東京都知事ヒアリングについて

【第８回】
開催日　令和 2年 12月 22日（火）
会　場　オンライン会議
内　容　新型コロナウイルス感染症対策事業の実施について
　　　　都庁への表敬訪問について

【第９回】
開催日　令和 3年 1月 29日（金）
会　場　オンライン会議
内　容　東京都教育委員会訪問・協議について
　　　　職業実践専門課程（質保証・向上に関する調査研究協力者会議）について
　　　　新型コロナウイルス感染症拡大防止に向けたWEB講習会について

【第１０回】
開催日　令和 3年 2月 24日（水）
会　場　オンライン会議
内　容　運営委員会・理事会・定期総会の開催についてほか

【第１１回】
開催日　令和 3年 3月 5日（金）
会　場　アルカディア市ヶ谷私学会館
内　容　専修学校各種学校に係る重要課題について

（６）監査
期末監査
開催日　令和 2年 5月 15日（金）
会　場　事務局会議室
内　容　令和元年度事業報告及び決算報告について
出　席　監事、総務財務部長、顧問税理士、事務局局
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期中監査
【第１回】
開催日　令和 2年 10月 16日（金）
会　場　事務局会議室
内　容　事案決定及び契約締結について
　　　　業者選定について
出　席　監事、事務局

【第２回】
開催日　令和 2年 12月 16日（水）
会　場　事務局会議室
内　容　事業評価について
　　　　事案決定及び契約締結について
出　席　監事、事務局

【第３回】
開催日　令和 3年 3月 19日（金）
会　場　事務局会議室
内　容　職員の服務、給与の状況について
出　席　監事、事務局

（７）補助事業・委託事業の周知業務、申請受付等
　東京都及び文部科学省の補助事業・委託事業の周知や一部の申請受付等を行いました。
【東京都関連】
（1）私立専修学校教育環境整備費補助（①、②）
　①教育設備・研究図書（予算額：325,000 千円）　　
　　高等課程（教育設備）、専門課程
　　補助率 1/2　限度額 50万円～ 2,000 万円
　②専修学校評価促進（予算額：31,800 千円）
　　専門課程
　　定額自己評価 200 千円、第三者評価　上限 600 千円
　　※協会受付件数：自己評価 64校、第三者評価 0校
　③私立専修学校修学支援実証研究事業費（国庫事業）
　　専門学校生に対する経済的支援策の実証研究事業
（2）東京都産業労働局「公共職業訓練の受託者募集のご案内」周知協力
【文部科学省関連】
　　私立大学等研究設備整備費等補助金（情報処理関係設備）　　　　　　　
　　　対　象　専修学校（学校法人立）
　　私立学校施設整備費補助金
　　（一般教育装置／防災機能等強化緊急特別推進事業他）
　　　対　象　専修学校（学校法人立）
　　学校保健特別対策事業費補助金
　　（マスク等購入支援／学校再開に伴う感染症対策・学習保障等に係る事業他）
　　　対　象　専修学校（学校法人立・高等課程）
　　補正予算「専修学校における遠隔授業の環境構築の加速による学修機会の確保」
　　　対　象　　専修学校（学校法人立）
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（８）その他活動
学生・生徒表彰
専修学校各種学校に在籍する学生・生徒に対し、協会が表彰しました。
・表彰者Ａ（成績優秀者）　378 名
・表彰者Ｂ（ボランティア等功労者）　6名
・申込校数　105 校

入学式及び卒業式への祝辞を送付
　令和 3年 3月に会員校宛に送付しました。

会員への福利厚生
期　間　令和 2年 4月 1日～令和 3年 3月 31日
対　象　会員校の学生・生徒・教職員
内　容　【学生・生徒対象補償制度】

（1）学生生徒災害傷害保険・賠償責任保険
（2）インターシップ活動賠償責任保険
（3）医療系分野　学生生徒賠償責任保険
（4）学生見舞金制度
【学校・教職員対象補償制度】
（1）学校賠償責任保険
（2）教職員傷害保険
（3）教職員賠償責任保険
（4）個人情報漏洩対応保険
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１．総務財務部
【第１回】

開催日　令和 2 年 9 月 8 日（火）
議　題　次年度予算編成方針の検討
　　　　簡易決裁による事務処理の改善について

【第２回】
開催日　令和 2 年 11 月 17 日（火）
議　題　運営委員会・理事会の運営についてほか

【第３回】
開催日　令和 3 年 1 月 20 日（水）（オンライン会議）
議　題　次年度の総務財務部事業計画について
　　　　今年度の事業執行状況について

【第４回】
開催日　令和 3 年 2 月 16 日（火）（オンライン会議）
議　題　運営委員会・理事会・定期総会の提案議案についてほか

２．振興対策部
【第１回】

開催日　令和 2 年 11 月 5 日（木）
会　場　アルカディア市ヶ谷私学会館
議　題　専修学校振興構想懇談会について
　　　　専修学校の振興に関する調査研究事業について
　　　　専修学校各種学校における遠隔教育について
　　　　主権者教育の実施について
　　　　就職要点手帳の改訂について
　　　　防災研修について

【第２回】
開催日　令和 3 年 2 月 8 日（月） ( オンライン会議 )
議　題　令和 2 年度　振興対策部会事業報告
　　　　令和 3 年度　振興対策部会事業計画

部 · 委員会開催状況

　部・委員会・ワーキンググループの開催状況は以下のとおりです。議題は主な内容を記載しています。
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（１）専門学校の振興に関する調査研究委員会
氏　名 所　属

【職業教育分野分類に関する検討部会】（50音順）

多　　 忠 貴 学校法人電子学園理事長
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会副会長

菊 田　　 薫 全国専修学校各種学校総連合会参与
久保谷富美男 神田外語学院理事長室部長
菅 野　 国 弘 全国専修学校各種学校総連合会事務局長

関 口　 正 雄 東京メディカル・スポーツ専門学校校長
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会副会長

吉 本　 圭 一 滋慶医療科学大学院大学教授
【高度専門士に関する検討部会】（50音順）
植 上　 一 希 福岡大学准教授
梅 村　 正 義 株式会社リテラシーＣＯＯ
河 原　 成 紀 学校法人河原学園（愛媛）理事長
菊 田　　 薫 全国専修学校各種学校総連合会参与
佐 藤　 康 夫 専門学校東京工科自動車大学校世田谷校校長
菅 野　 国 弘 全国専修学校各種学校総連合会事務局長

関 口　 正 雄 東京メディカル・スポーツ専門学校校長
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会副会長

竹 本　 雅 信 学校法人滋慶京都学園常務理事
服 部　 浩 美 御茶の水美術専門学校理事長

山 本　　 匡 学校法人小山学園理事長
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会理事

吉 本　 圭 一 滋慶医療科学大学院大学

【第１回】合同会議
開催日  令和 2 年 11 月 5 日（木）
議　題　「職業実践専門課程の認定課程（学科）における職業教育分野分類（案）」について　　　
　　　　高度専門士に関する検討について　　　　　　　　　　　　
　　　　今後の進め方について

（２）専修学校振興構想懇談会（高等専修学校検討部会）
氏　名 所　属

齋 藤　 真 昭島市立拝島中学校校長
東京都中学校長会進路対策委員会委員長

楠 美　 利 文 東京都世田谷区立喜多見中学校校長
東京都中学校進路指導研究会会長

伊 藤　 秀 樹 東京学芸大学　教育学部
総合教育科学系　教育学講座　准教授

吉 原　 宏 幸 東京都生活文化局私学部私学振興課長
小 林　　 靖 東京都教育庁指導部主任指導主事

前 川　 悟 学校法人神須学園（大阪技能専門学校）理事長　
一般社団法人大阪府専修学校各種学校連合会副理事長

小 川　 明 治 学校法人電波学園理事長
一般社団法人愛知県専修学校各種学校連合会会長

柴 田　 真 也 全国専修学校各種学校総連合会事務局調査役

清 水　 信 一 学校法人武蔵野東学園常務理事
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会副会長
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谷 　 　 誠 専門学校東京アナウンス学院校長

吉野　たけし 二葉ファッションアカデミー校長
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会運営委員

福 田　 潤 日本芸術高等学園校長代理
公益社団法人東京都専修学校各種学校理事

渋 谷　 通 江 野田鎌田学園杉並高等専修学校校長
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会運営委員

佐々木　俊治 文部科学省専修学校教育振興室　専門官

【第６回】
開催日　令和 2 年 9 月 28 日（月）
議　題　今までの議論と情報を受けて問題提起と振興策の提案Ⅰ
　　　　東京都中学校長会・東京都中学校進路指導研究会（都中進）からの報告
　　　　近況報告：コロナ禍での取り組みについて
　　　　認知度アンケートの結果とまとめ

【第７回】
開催日　令和 2 年 10 月 26 日（月）
議　題　今までの議論と情報を受けて問題提起と振興策の提案 Ⅱ
　　　　行政（東京都生活文化局私学部、東京都教育庁、文部科学省）からの報告

【第８回】
開催日　令和 2 年 12 月 3 日（木）  
議　題　今までの議論と情報を受けて、問題提起と振興策の最終まとめ

（専門学校検討部会）
氏　名 所　属

吉 本　 圭 一 滋慶医療科学大学院大学　教授
稲 永　 由 紀 国立大学法人筑波大学大学研究センター講師
貫 井　 晴 宣 東京商工会議所人材・能力開発部担当部長人材支援センター所長
伊 与　 浩 暁 東京都生活文化局私学部私学行政課長
上 坂　 慎 東京都生活文化局私学部企画担当課長
小 林　 靖 東京都教育庁指導部主任指導主事

新 井　 吾 朗 日本産業教育学会理事
職業能力開発総合大学校准教授

清 水　 尚 道 学校法人森ノ宮医療学園理事長・校長
一般社団法人大阪府専修学校各種学校連合会理事長

小 林　 浩 リクルート進学総研所長
カレッジマネジメント編集長

関 口　 正 雄 東京メディカル・スポーツ専門学校校長
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会副会長

武 田　 哲 一 学校法人東京国際学園東京外語専門学校理事長校長
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会理事

多　 忠 貴 学校法人電子学園理事長
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会副会長

横 村　 一 男 学校法人国際代々木学園理事長
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会常務理事

山 本　 匡 学校法人小山学園理事長
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会理事

金 城　 太 一 文部科学省専修学校教育振興室長
菊 田　 薫 全国専修学校各種学校総連合会参与
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（専門学校検討部会　外国人留学生・日本語教育分科会）
氏　名 所　属

武 田　 哲 一 学校法人東京国際学園東京外語専門学校理事長校長
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会理事

関 口　 正 雄 東京メディカル・スポーツ専門学校校長
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会副会長

多　　 忠 貴 学校法人電子学園理事長
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会副会長

平野　公美子 日本外国語専門学校事務局長
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会副会長

川島　鋼太郎 ハリウッド美容専門学校国際交流センター長

江 副　 隆 秀 学校法人江副学園新宿日本語学校理事長校長
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会運営委員

吉 岡　 正 毅 学校法人吉岡教育学園千駄ヶ谷日本語学校理事長校長
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会副会長

柳 澤　 好 昭 学校法人長沼スクール東京日本語学校理事常勤顧問
川 廷　 宗 之 学校法人敬心学園・職業教育研究開発センター所長
井 上　 洋 一般財団法人ダイバーシティ研究所参与
貫 井　 晴 宣 東京商工会議所人材・能力開発部担当部長人材支援センター所長
伊 与　 浩 暁 東京都生活文化局私学部私学行政課長

（３）高等専修学校振興委員会
氏　名 所　属

清 水　 信 一 学校法人武蔵野東学園常務理事
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会副会長

谷 　 誠 専門学校東京アナウンス学院校長

吉野　たけし 二葉ファッションアカデミー校長
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会運営委員

渋 谷　 通 江 野田鎌田学園杉並高等専修学校校長
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会運営委員

福 田　 潤 日本芸術高等学園校長代理
公益社団法人東京都専修学校各種学校協会理事

矢 部　 武 人 野田鎌田学園杉並高等専修学校副校長
中 山　 秀 樹 大竹高等専修学校広報担当
景 山　　 優 武蔵野東高等専修学校
山 田　 茂 之 国際製菓専門学校
小 野　 喜 彦 東放学園高等専修学校広報担当
加 藤　 洋 介 東京スクールオブミュージック＆ダンス専門学校
松 下　 祐 介 町田調理師専門学校事務局長
長 尾　 和 則 国際共立学園高等専修学校
沼 田　 聡 洋 日本芸術高等学園
藤 沼　 佑 季 東京表現高等学院 MIICA
三 輪　 敦 子 東京多摩調理製菓専門学校広報担当
浦 野 香 奈 子 芸術工芸高等専修学校
五 十 嵐 久 乃 国際理容美容専門学校事務長
大 竹　 通 夫 学校法人大竹学園学園長
堀 居　 英 治 NPO 高等専修教育支援協会理事長
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【第１回】
開催日　令和 2 年 7 月 16 日（木）
議　題　中専協夏季研 8/5（水）の内容について

【第２回】
開催日　令和 2 年 12 月 4 日（金）
議　題　今年度中間報告について
　　　　次年度事業計画について

【第３回】
開催日　令和 3 年 2 月 9 日（火）（オンライン会議）
議　題　次年度事業計画・予算について

【第４回】
開催日　令和 3 年 3 月 24 日（水）（オンライン会議）
議　題　次年度事業計画について

３．調査研究事業部
【第１回】
開催日　令和 3 年 1 月 15 日（金）（オンライン会議）
議　題　次年度の事業計画について
　　　　今年度の事業執行状況について

４．広報事業部
【第１回】

開催日　令和 2 年 9 月 28 日（月）
　　　　議　題　令和 2 年度事業進捗状況について
　　　　　　　　令和 3 年度事業計画について

【第２回】
開催日　令和 3 年 1 月 20 日（水）
　　　　議　題　令和 2 年度事業進捗状況について
　　　　　　　　令和 3 年度事業計画について

（１）広報メディアプロジェクト
氏　名 所　属

多　 忠 貴 日本電子専門学校　理事長
千 葉　 一 郎 東京 IT 会計専門学校　相談役
川 並　 順 聖徳大学幼児教育専門学校　校長
満 仁　 一 雄 東京デザイン専門学校　総合企画部長
福 田　 潤 日本芸術高等学園校長代理
小山内　靖美 日本電子専門学校　web デザイン科長
清 水　 英 広 学校法人立志舎　総務部 web・システム課長
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（２）進路指導プロジェクト
氏　名 所　属

多　 忠 貴 日本電子専門学校　理事長
手 嶋　 達 也 二葉栄養専門学校　理事長
小笠原　武美 町田・デザイン専門学校　常務理事
八 尾　 勝 東京 YMCA 医療福祉専門学校　相談役
坂 本　 治 紀 日本工学院専門学校　広報次長
工 藤　 佑 輝 国際理容美容専門学校　法人本部長
神田　あさぎ 草苑保育専門学校　学務課長

【第１回】
開催日　令和 2 年 7 月 27 日（月）
議　題　都高進との共催「研究協議会」について
　　　　その他

（３）国際交流プロジェクト
氏　名 所　属

多　 忠 貴 日本電子専門学校　理事長
吉 岡　 正 毅 千駄ヶ谷日本語学校　理事長
佃　　 吉 一 ABK 学館日本語学校　理事長
関 谷　 信 浩 東放学園専門学校　理事
横 尾　 源 太 学校法人小山学園　高専連携／留学生センター長
川 島 鋼 太 郎 ハリウッド美容専門学校　国際交流センター長
金　 英 順 学校法人東放学園　留学生センター

５．研修事業部
【第１回】

開催日　令和 2 年 7 月 31 日（金）
議　題　研修事業部所管事業について　
　　　　その他

【第２回】
開催日　令和 3 年 2 月 5 日（金）( オンライン会議 )
議　題　令和 2 年度　研修事業部会事業報告
　　　　令和 3 年度　研修事業部事業計画
　　　　その他

（１）教員実践研修ワーキンググループ
氏　名 所　属

和 田　 美 義 国際理容美容専門学校　理事長
壱 岐　 佳 弘 東京製菓学校　総務部
山 下　 光 明 中央工学校　教務部教務課長
橋 本　 正 樹 早稲田速記医療福祉専門学校　校長
田 中　 秀 成 日本デザイン福祉専門学校　学部長
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【第１回】
開催日　令和 2 年 8 月 4 日（金）
議　題　令和 3 年度教員実践研修について
　　　　講座 ( 運営方法・内容等 ) について
　　　　その他

【第２回】
開催日　令和 2 年 9 月 11 日（金）
議　題　令和 3 年度教員実践研修について
　　　　講座 ( 運営方法・内容等 ) について
　　　　　・オンラインの利用、グループワークへの対応、
　　　　　　�模擬授業 ( 実技実習タイプ ) への対応、オンラインによる授業運営に関する新

規講座の検討
【第３回】

開催日　令和 2 年 10 月 2 日（金）
議　題　令和 2 年度教員実践研修について
　　　　　・早稲田速記医療福祉専門学校　教育設備見学
　　　　　・講座内容等について

【第４回】
開催日　令和 2 年 11 月 19 日（木）
議　題　令和 3 年度教員実践研修について
　　　　講座内容等について　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　・山路先生作成　事前学習用の講義動画の視聴
　　　　　・動画等の共有方法について

【第５回】
開催日　令和 3 年 2 月 16 日（火）( オンライン会議 )
議　題　令和 3 年度教員実践研修について
　　　　　・令和 3 年度日程案の検討
　　　　　・指導案作成動画の共有方法について　他

（２）学校会計ワーキンググループ
氏　名 所　属

川 口　 拓 也 早稲田速記医療福祉専門学校　理事長
五十嵐　久乃 国際理容美容専門学校　事務長
金 森　 弘 吉 中央工学校　経理部経理課長
河 西　 亮 宏 草苑保育専門学校　財務・経理グループ
福 田　 潤 日本芸術高等学園校長代理
芦 澤　 宗 孝 学経（永和監査法人　公認会計士）
峯 岸　 聰 学校法人東放学園法人本部　経理管財部

【第１回】
開催日　令和 2 年 8 月 20 日（木）
議　題　学校会計研修会について
　　　　（初任者）日程・会場・実施形式
　　　　（管理者）日程・会場・実施形式
　　　　その他
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【第２回】
開催日　令和 2 年 11 月 18 日（水）
議　題　学校会計研修会について
　　　　管理者対象　パネルディスカッション台本・打合せ
　　　　その他

（３）学生カウンセリング研修ワーキンググループ
氏　名 所　属

吉 倉　 英 基 学校法人東放学園　キャリアサポートセンター就職・デビュー支援室
見上　陽一郎 音響芸術専門学校　理事長
鈴 森　 剛 志 滋慶トータルサポートセンター長
山田　満佐裕 国際理容美容専門学校　法人管理危機室長
間 宮　 歌 子 学経（NPO 法人東京コミュニティカレッジ）
橋 本　 光 生 学経（NPO 法人学生キャリア支援ネットワーク理事長）

【第１回】
開催日　令和 2 年 10 月 28 日（水）（オンライン会議）
議　題　学生カウンセリング研修会の企画・実施について
　　　　　テーマ・内容について　
　　　　　実施方法について
　　　　　　・講義配信形式　・Ｗｅｂ会議方式　・ライブ配信方式　
　　　　　　・オンデマンド方式（期間限定・申込者限定）
　　　　　　・パブリックビューイング方式
　　　　　講義の場所
　　　　　　・インターネット回線が設置されている施設
　　　　　講義形式
　　　　　　・講師の単独　・講師と少人数の参加者
　　　　　実施時期 / 時間
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■公益目的事業 1
１. 研修会等

（1）管理者研修会
（2）教職課程研修
（3）准教員研修
（4）教員実践研修
（5）留学生生活指導等関連事業

留学生に対する生活指導等講習会
（6）専修学校各種学校教育研修会
（7）学校事務職員研修
（8）防災セミナー

■公益目的事業２
2．研究会等

（1）南関東ブロック会議
（2）南関東ブロック・専修学校各種学校協会研究会
（3）日本語学校・専門学校連携事業

日本語教育機関・専門学校情報交換会
3．相談会等

（1）外国人留学生のための専門学校進学相談会
（2）日本留学フェア
（3）進路指導に関する相談会

 「キャリア教育における講師派遣」勉強会

■その他の事業
（1）会員交流会

令和 2 年度事業報告
新型コロナウイルス感染防止対応により開催を中止した事業一覧
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令和 2年度 決算� 2020.4.1 〜 2021.3.31

①貸借対照表

②正味財産増減計算書内訳表

科目 当　年　度 前　年　度 増　　減
Ⅰ　資産の部

１．流動資産
現　 金　 預　 金 15,980,448 31,853,576 △ 15,873,128
未　　 収　　 金 18,687,431 29,176,505 △ 10,489,074
前 払 金 395,290 3,795,813 △ 3,400,523
貯　　 蔵　　 品 5,500 5,500 0

流動資産合計 35,068,669 64,831,394 △ 29,762,725
２．固定資産
（1）基本財産

定　 期　 預　 金 5,000,000 5,000,000 0
基本財産合計 5,000,000 5,000,000 0

（2）特定資産
退職給付引当資産 2,924,651 3,014,560 △ 89,909
減収補填積立資産 50,000,000 50,000,000 0
協会維持積立資産 80,000,000 80,000,000 0
積　 立　 資　 産 2,600,000 2,600,000 0

特定資産合計 135,524,651 135,614,560 △ 89,909
（3）その他固定資産

建 物 附 属 設 備 1 1 0
什 器 備 品 865,156 1,455,980 △ 590,824
ソ フ ト ウ ェ ア 105,840 196,560 △ 90,720
敷 金 6,641,250 6,641,250 0

そ の 他 固 定 資 産 合 計 7,612,247 8,293,791 △ 681,544
固 定 資 産 合 計 148,136,898 148,908,351 △771,453
資 産 合 計 183,205,567 213,739,745 △ 30,534,178

( 単位：円）
科目 当　年　度 前　年　度 増　　減

Ⅱ　負債の部
１．流動負債

未 払 金 20,191,601 29,183,956 △ 8,992,355
未 払 法 人 税 等 70,000 70,000 0
未 払 消 費 税 等 321,300 654,000 △ 332,700
預 り 金 446,020 968,518 △ 522,498
預 り 保 険 料 663,520 242,050 421,470
賞 与 引 当 金 3,350,490 3,232,530 117,960

流動負債合計 25,042,931 34,351,054 △ 9,308,123
２．固定負債

退 職 給 付 引 当 金 2,924,651 3,014,560 △ 89,909
固定負債合計 2,924,651 3,014,560 △ 89,909
負債合計 27,967,582 37,365,614 △ 9,398,032

Ⅲ　正味財産の部
１．指定正味財産

指定正味財産合計 0 0 0
２．一般正味財産 155,237,985 176,374,131 △ 21,136,146

（うち基本財産への充当額） (5,000,000) (5,000,000) (0)
（うち特定資産への充当額） (132,600,000) (132,600,000) (0)

正味財産合計 155,237,985 176,374,131 △ 21,136,146
負債及び正味財産合計 183,205,567 213,739,745 △ 30,534,178

( 単位：円）

科　　目
公益目的事業会計 収益事業等会計

法人会計 合計公１
教育充実向上事業

公２
情報収集提供事業

公３
教育訓練支援事業 共通 小計 他１

連携親睦事業 小計

経常収益
基本財産運用益 0 0 0 500 500 0 0 0 500
特定資産運用益 0 0 0 13,535 13,535 0 0 0 13,535
受取入会金 0 0 0 50,000 50,000 0 0 50,000 100,000
受取会費 0 0 0 56,605,600 56,605,600 0 0 55,555,600 112,161,200
事業収益 1,951,328 10,388,600 0 0 12,339,928 0 0 0 12,339,928
受取負担金 3,628,000 7,556,000 0 0 11,184,000 0 0 0 11,184,000
受託収益 10,811,342 0 7,889,435 0 18,700,777 0 0 0 18,700,777
雑収益 683,577 1,771,089 186,430 5,059,121 7,700,217 93,215 93,215 0 7,793,432

経常収益計 17,074,247 19,715,689 8,075,865 61,728,756 106,594,557 93,215 93,215 55,605,600 162,293,372
経常費用

事業費 39,504,574 107,893,071 9,799,194 68,800 157,265,639 2,701,913 2,701,913 0 159,967,552
管理費 0 0 0 0 0 0 0 23,461,966 23,461,966

経常費用計 39,504,574 107,893,071 9,799,194 68,800 157,265,639 2,701,913 2,701,913 23,461,966 183,429,518
当期経常増減額 △ 22,430,327 △ 88,177,382 △ 1,723,329 61,659,956 △ 50,671,082 △ 2,608,698 △ 2,608,698 32,143,634 △ 21,136,146
当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0
正味財産期首残高 176,374,131
正味財産期末残高 155,237,985
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令和２年度 事業体系図　※ 事業報告・決算の事業区分を示しています。

公益目的事業１
専修学校及び各種学校に
おける教育の充実向上を
図る事業

本部
所在地：東京都渋谷区
代々木一丁目５８番地
１号石山ビル

公益目的事業２
進路や職業教育に関する
情報収集、研究調査及び
情報提供等を行う事業

公益目的事業３
教育訓練、職業訓練、就
労支援等の提供を行う事
業

１　研修会等
（1）管理者研修【研修事業部】
（2）教職課程研修【研修事業部】
（3）准教員研修【研修事業部】
（4）教員実践研修【研修事業部】
（5）学校会計研修会【研修事業部】
（6）学生カウンセリング研修会【研修事業部】
（7）留学生受入れ及び在留手続と申請等取次研修会【研修事業部】
（8）留学生生活指導関連事業【振興対策部】
（9）ボランティア活動支援事業【総務財務部】

（10）専修学校各種学校教育研修【総務財務部】
（11）学校事務職員研修【研修事業部】
（12）就職等進路に関するセミナー【研修事業部】
（13）防災セミナー【振興対策部・研修事業部】
（14）主権者教育研修【振興対策部・研修事業部】

２　生徒作品の発表イベント
（1）ピギーズスペシャル【振興対策部】
（2）専門学校映像フェスティバル【広報事業部】
（3）東京都専門学校アート＆デザイン展【広報事業部】

３　学校評価の普及啓発 【振興対策部】

１　調査統計
（1）在籍者・納付金・就職状況等に関する調査【調査研究事業部】
（2）専門学校の振興に関する調査研究【振興対策部】
（3）専修学校振興構想懇談会【振興対策部】

２　研究会等
（1）専門学校教育研究会【振興対策部】
（2）南関東ブロック会議【総務財務部】
（3）高等専修学校進学研究会【振興対策部】
（4）日本語学校・専門学校連携事業【広報事業部】
（5）日本語教育にかかる調査研究【振興対策部】

３　相談会等
（1）外国人留学生のための専門学校進学相談会【広報事業部】
（2）日本留学フェア【広報事業部】
（3）高等専修学校合同説明会【振興対策部】
（4）進路指導に関する相談会【広報事業部】

４　資料頒布等
（1）「東専各協会報」の発行【総務財務部】
（2）「分野別名簿」の発行【総務財務部】
（3）「路」の発行【振興対策部】
（4）「キャリアエデュ」の発行【広報事業部】
（5）「専修学校教育白書」の発行【調査研究事業部】
（6）「就職要点手帳」の発行【振興対策部】
（7）「東京都高等専修学校概要」の発行【振興対策部】
（8）「高等専修学校進学ガイド」の発行【振興対策部】
（9）「高等専修学校資料請求ＱＲコード付きチラシ」の発行

（10）「東京都専門学校概要」の発行【広報事業部】
（11）「学生・保護者・社会人のための専門学校ガイド」【広報事業部】
（12）キャンペーン事業【広報事業部】
（13）情報ネットワーク事業【広報事業部】

１　就労支援事業
（1）高校生対象キャリア支援事業【広報事業部】
（2）専修学校グローバル化対応推進支援事業【振興対策部】

（1）会員交流会【総務財務部】

（2）賛助会員向け事業【総務財務部】

（3）保護者連絡会事業【振興対策部】

その他の事業
（相互扶助等事業）

会員、賛助会員、関係団
体の連携親睦事業




